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	 表１に示したとおり、本学選任教員 4 名、
非常勤である相談員 5 名、大学院を修了後、
リカレント教育的な場として参加している研
究員と、事務員である 2 名による。 
表 1．スタッフ一覧 
専任教員 
牧	 裕夫○ センター長・教授 
田所	 摂寿○ 教授 
高浜	 浩二○ 准教授 
狐塚	 貴博○ 准教授 
相談員 
田口	 典子○ 高木	 憲子○ 
太田	 紀江○ 小牧	 定子○ 
松岡	 展世○  
研究員 
野土谷	 真弓○ 瀬谷	 奈々美 
半田	 瞳○ 益子	 威夫 
人見	 薫○ 市橋	 由美子 
坂本	 法子○ 加藤	 隆規 
田代	 久実○ 熊倉	 志乃 
張替	 希○ 外川	 輝 
佐藤	 美保○ 郡司	 真由美 
野畑	 友恵○ 小野	 薫 
君嶋	 志保美○ 屋代	 剛典 
菅原	 由紀○ 高柴	 政希 
半田	 有子○ 髙野	 氣和加 
松山	 豊 湯澤	 舞子 
古賀	 智也  
事務員 







































  面接形態別の月別延べ件数を表 4 に示す。
新規相談ケースが 55 件と昨年度よりも 7
件ほどの減少している。一方、相談日は、












































表 5．平成 29 年度初診時の性別と年齢 
 男性 女性 計 
就学前 5 1 6 
小学生 29 18 47 
中学生 15 7 22 
高校生 7 9 16 
大学生・成人 13 36 49 
計 69 71 140 
表 4．平成 29 年度の面接形態別の月別延べ回数 
	 4 月	 5 月	 6 月	 7 月	 8 月	 9 月	 10 月	 11 月	 12 月	 1 月	 2 月	 3 月	 計	
初回面接	 8	 4	 3	 2	 3	 2	 6	 9	 3	 7	 3	 5	 55	
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及び精神健康のためのグループプログラムであり、学習 G は学習障害児へのグループ学習支援 
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表 6．平成 29 年度相談内容の内訳 




学習 8 情緒不安定	 	  
4 
発達 1 
不登校 4 学習困難 1 




行動問題 3 親子関係 2 
自立に向けて 1 ・子育て不安 
4 
対人緊張 1 
進路 2 トラウマ 2 
家族支援 3 ・精神疾患等   
友人関係 3 2   
家族関係 1 ・適応障害   
親子関係 7 2   
対人関係 4 ・家族支援 親子関係 2 
適応 18  
8 
	 	 	 	 	  
家族関係 2 
自尊心 1 	 	 	 	 虐待 1 
 子育て 1 ＤＶ 1 
 いじめ 1 ・モーニング 
ワーク 
  
学習障害 進学 1 1   
1   家族関係 
7 
適応 2 
学習支援 身体症状 1   
 
3 
発達 2 親子関係   
登校しぶり 1 6   
ＤＶ 1 友人関係 家族関係 1 
進路進学   1   
2   夫婦関係 子育て 1 
不登校 問題行動 1 6 ストレス 
1 
17 発達障害 2 発達 1 
親子関係 2 人間関係 夫婦関係 1 
 身体症状 1 3   
場面緘黙   愛着関係 親子関係 1 
2   1 ＤＶ 1 
対人緊張   学校不適応 情緒不安定 1 
1   3   
適応 不登校 1 いじめ 集団不適応 1 
 発達障害 1 1   
4 情緒不安定 1 自己の内面の問題   
就労 
2 
  2   
不眠   
行動問題   1   
2   計	 	 140   
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（３）広報活動と今後の課題 
地域のニーズとしては特に発達障害への対
応やアセスメントが多い事に加えて、成人の
相談のニーズの増加している。広報活動とし
ては地域に作新学院大学臨床心理センターが
大分浸透してきたと考えられる。 
ここ数年全国的に、自然災害での被害が発
生している。「天災は忘れたことに・・・」と
いう諺も今日では「忘れに間に・・・」とい
う状況である。自然災害の現場でもトラウマ
等のメンタルヘルスに係る支援へのニーズが
高まっている。本学では減災マネジメントに
関する支援を全学的な連携の中で進めている。
栃木県において唯一の臨床心理士等の養成を
行っている大学として、当然、本県内外での
自然災害が発生した時点での活動に取り組ま
ねばならないだろう。	
今後とも、県の臨床心理会等との連携の可
能性を探っていくことに心掛けたい。さらに、
災害時でのメンタルヘルスに対する予防的な
活動にも、地域との連携を図っていく必要が
あるだろう。これらの連携の中で、さらに本
センターの活動が浸透していくことを期待し
たい。 
 
